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はじめに
「過疎地」という言葉は、今や一般的な用語として広く普及し、テレビや新
聞等でも様々に報じられている。しかし、そこで暮らす人々の実像は見えに
くいように思われる。今回事例として挙げる山梨県南巨摩郡早川町茂倉集落
（以下、茂倉）も、過疎が進む山間地の集落である。小稿では、居住者と他出
者の関わりから茂倉の暮らしの成り立ちを明らかにし、その背景にはどのよ
うな社会関係が存在しているのか考察する。
この研究ノートは、平成 29 年５月 27 日〜28 日、７月 16 日（祇園祭）、８
月 22 日〜26 日、12 月３日（総人足）の計４回、合計９日間の聞き書き調査に
基づくものである。
Ⅰ 調査地の概要と問題の所在
１ 調査地の概要
山梨県の西端に位置する早川町は、櫛形山系及び白根山系の山々に囲まれ
た山岳地帯に位置している。面積の 95％が山林であり、町のほぼ中央を南北
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に流れる早川とその支流の流域に集落が点在している。明治７年、昭和 31
年の町村合併を経て現在の町域に至る［早川町教育委員会 1980：27-29,
43-46, 523, 579］。図１は、昭和 35 年から平成 27 年までの早川町の男女別人
口推移である［早川町 2015：4］。
茂倉は標高約 900mの山間地１)集落で、平成 29 年 11 月１日現在、早川町
役場によると住民基本台帳上の世帯数と人口は 15 世帯 20 人（男９人、女 11
人）である。かつては炭焼きや養蚕を主な生業としていた。急勾配の土地で
水田稲作は困難であったが、「『米が食べたい』という思いから、昭和 25 年
頃、山梨県昭和町に水田用地を購入した世帯が約 20 世帯あった［大久保
2016：26］」。昭和６年からは茂倉鉱山における鉱石や石膏の採掘が行われ、
昭和 30 年代には鉱山が最盛期を迎えて多くの人が働いていたが、輸入鉱物
の増加等の影響を受けて需要が低下し、昭和 43 年に閉山した［大久保
2016：26, 33］。この時期、畑の所有者は次々に自分の畑に杉を植え、次の世
代に財産として残そうとした［平成 28 年度実習調査カード］が、輸入木材が
増加したことによりその価値は上がらず、現在杉に覆われた山はほぼ手つか
ずの状態となっている。鉱山閉山後、それに代わる主な産業はなく、高校進
学に伴って早川町外へ転出した子どもたちは皆転出先で就職、結婚し、現在
に至っている。
図２は、早川町の年齢区分別人口推移である。生産年齢人口が著しく減少
し、平成 12 年を境に生産年齢と高齢年齢が逆転した［早川町 2015：4］。茂
倉の高齢化率を見ると（表１）［早川町 2015：6-7］、実際は予測を上回る速
さで高齢化が進んでおり、平成 29 年８月の調査時点ですでに 65歳以上の人
口が９割であった。病気や高齢に伴う体力低下等により一人暮らしが難しく
なった場合は集落を離れざるを得ない現状である。
２ 先行研究
平成 12 年に制定された過疎地域自立促進特別措置法は、過疎地について
「人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び
生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地域」と説明している。
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【図１】早川町の男女別人口の推移（国勢調査及び『まち・ひと・しごと創生 早川町人口ビ
ジョン』より作成）
【図２】早川町の年齢区分別人口推移（国勢調査及び『まち・ひと・しごと創生 早川町人口
ビジョン』より作成）
人文地理学者の作野広和は、過疎地に対して活性化策を行っても効果がない
場合、活性化策よりもむしろ集落住民の福祉的ケアに重点を置き、集落を
「看取る」という「むらおさめ」の考えを提唱した［作野 2006：60-61］。こ
のような議論もある中で、平成 26 年に発表された通称「増田レポート」２)
は、2040 年までに消滅の可能性がある全国 896 の自治体名を列挙して、該当
地域に動揺を与えた。早川町もこのレポートでは消滅可能性都市に指定され
ている。これに対して、社会学者の山下祐介はすぐさま反論し、「地方中核都
市」に資源や政策を集中させ、地方からの人口流出と東京一極集中を抑制し
ようとする増田らの「選択と集中」論の危険性を主張した。さらに「住民と
は誰か」という視点から、「二カ所居住・他地域所属」を含めた地方再生の議
論がなされた［山下 2014］。農学者の小田切徳美も「田園回帰」の考えから
「都市の安定と農村の安心」に基づき「都市・農村共生社会」を創造すること
を主張して「増田レポート」に反論している［小田切 2017］。
この、山下、小田切の主張と同様に、過疎地存続の可能性を模索する立場
から茂倉の現状について考察したのが大久保実香である。大久保は、平成 20
年５月から平成 27 年 10 月にかけて早川町及び茂倉の調査を行った。「対象
集落を主な生活拠点とする」人を「居住者」３)、「対象集落に居住経験を持ち
現在は他地域を主な生活拠点とする」人を「他出者」と定義した上で、茂倉
における他出者の重要性を論じている［大久保 2016：9］。さらに居住者がい
なくなった後も集落の共同作業と祭りが続けられている滋賀県多賀町杉集落
の事例を挙げて「住まない集落」の可能性も示した。これは「集落はそう簡
単には消滅しない」という山下や小田切の主張を支持する結果と言える［大
久保 2016：94］。小稿も大久保の定義に従って「居住者」、「他出者」の表現
を用い、過疎化した集落の存続を目指す立場から考察を進める。
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【表１】茂倉の高齢化率（『まち・ひと・しごと創生 早川町人口ビジョン』より作成）
65歳以上 75歳以上
平成 24 年度 78％ 34％
平成 34 年度 91％ 78％
※平成 34 年度は予測
３ 問題の所在
平成 29 年 11 月現在、住民票上の茂倉の人口は 20 人だが、「区と呼ばれる
住民の自治組織」［大久保 2016：51］に区費を納めている人の数は同時点で
57 人であった。平成 21 年の大久保の調査によると、昭和 45 年以降に茂倉か
ら他出した世帯は平成 21 年の段階で 44 世帯であり、そのうち 40 世帯が区
費を納めていた［大久保 2016：51］。
茂倉区に所属する世帯は、少なくとも１世帯１人は年２回（４月と 12 月）
の総人足（集落の共同作業）に参加することが義務付けられており、参加で
きない場合は不参料 3000円を納める決まりがある。総人足の日は町道や水
道の整備などを行うが、これに対して 60代後半の居住者（女性）は、「（茂倉
は）人がつながっていないと生活できない。（総人足の作業は）役場に頼めば
やってもらえるけど、人とのつながりを大切にしている」と語った。自分た
ちの手でできることは自分たちで行うという暮らしを、居住者と他出者が補
い合って築き上げてきたのである。茂倉の生活について考える上で、統計上
の人口データに示されない他出者の存在は非常に重要である。小稿では、統
計上の人口と、居住者と他出者を合わせた人々とを明確に区別するため、後
者を「住民」と表記する。
大久保は「集落へのかかわり方や生活上の重きのおき方はそれぞれであ
り、他出者、居住者共に、様々な濃淡での集落へのかかわりが」あるとした
上で、他出者が茂倉の日常（ケ）と非日常（ハレ）の様々な場面を支えてい
ることを明らかにした［大久保 2016：64］。一方で、他出者は茂倉に常住し
ていないため「集落における、突発的に起こる物事へのかかわりや、物事へ
の日々継続的なかかわりには、限界があった」［大久保 2016：65］と指摘し、
居住者による取り組みの重要性も示している。大久保の調査から約２年が経
過し、その間居住者の数はさらに減少した。人口は、大久保らが主要な調査
を行った平成 21 年（26 世帯 43 人）から、３分の２以上減少している状況で
ある。それに伴って茂倉の暮らしにはどのような変化が生じたのか。一方で
変わらずに維持されているものは何か。小稿では、平成 29 年時点から見た
茂倉の暮らしを明らかにし、その暮らしを支える「住民」の社会関係につい
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て考察する。
Ⅱ 居住者と他出者の現状
１ 茂倉における居住者の生活
かつて茂倉では麦を主食に自給自足的な生活が行われていたが、近年は車
で約 45分の国道沿いにある大型スーパーマーケットや集落を訪れる移動販
売等が活用されている。買い物へ行く際は運転できる人が車を出し合った
り、普段の食事を近所の人におすそ分けするということも、日常的に行われ
ている［平成 28 年度実習調査カード］。
このように完全な自給自足ではないが、集落外からの消費に頼らない生活
上の工夫もされている。近年獣害に晒されながらも、居住者は自家消費用の
野菜や穀物の生産を集落内で行なっており、それを倉や冷蔵庫などに保管
し、一年間の食料に充てている。そうした日々の取り組みが大きな力となっ
たのが、平成 26 年の大雪の時である。この年の２月、早川町を観測史上最大
となる大雪が襲った。屋根に届くほどの大雪で町道が閉ざされた茂倉は、自
衛隊のヘリコプターで救援が行われることになった［フィールドミュージア
ム運営委員会 2016］。しかし、平成 29 年の聞き取りによると、自衛隊による
救援活動が行われる前から、居住者は自分たちで集落内の私道の雪を取り除
き、お互いのコミュニケーションが取れる状態を作り出していたという。お
互いの安否が確認でき、食料の融通も可能となれば、数日間は乗り切れると
いう自信があったと推察される。自衛隊員が到着した際には、以前捕獲した
熊肉の鍋やおにぎりなどを振る舞いさえした。このような緊急事態が発生し
たとき、居住者は真っ先に外部からのサポートを頼るのではなく、まず集落
内で対応することを考えて行動したのである。
平成 29 年８月にも、同様の取り組みが見られた。調査の数日前に台風の
影響で茂倉に大雨が降り、集落付近の側溝に土砂が堆積した。その時、現在
区長を務める男性（70代、居住者A）は、数日間現場に足を運んで土砂を取
り除く作業を行なっていた。自分たちでできる範囲のことは自分たちで、と
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いう意識が居住者の生活からは今も変わらずに見受けられる。
２ 他出者による関わり
居住者だけで行うことが難しい作業は、他出者と共同で行われる。そのた
め年２回の総人足は非常に重要であり、お墓参りやお盆に次いで、他出者の
帰省の重要なきっかけになっている４)。平成 28 年 12 月の総人足には、居住
者と他出者合わせて約 45 人が参加した。水源地周辺の清掃作業を行なった
後、町の水道タンクに沢の水がたまるよう、「住民」の手で取水場に増設用パ
イプを装着している。これによって、集落内の空き家で水道の蛇口を開けっ
放しにしても居住者の日常的な水の利用に支障が無くなり、冬季の水道管凍
結を防ぐことができるのである［平成 28 年度実習調査カード］。
人口の減少と比較し、総人足の参加者は平成 21 年の 47 人から大きな減少
は見られない［大久保 2016：58］。３年程前から町道の清掃など一部の作業
を役場に委託することもあるが、水源の管理や獣害対策など「住民」でなけ
れば対応できない作業は、平成 29 年現在でも「住民」たちによって行われて
いた。協力して集落の暮らしを維持しようとする認識が居住者と他出者の間
で共有されていると考えられる。
３ 茂倉における「住民」
他出者による集落への関わりが示すように、統計上の人口だけが茂倉の暮
らしを成り立たせているわけではない。居住者と他出者それぞれが、茂倉の
暮らしを維持するために行動している。だからこそ、茂倉における「住民」
の定義は居住者だけでは不十分であり、他出者の存在を含めて考える必要が
あるのである。
居住者が今も茂倉に暮らし続け、他出者の大多数が現在でも茂倉に関わり
続けている理由はどこにあるのだろうか。茂倉の「住民」は皆、子どもの頃
から茂倉で暮らし、そこで様々な関係性を築き上げてきた。そのことが、茂
倉に関わり続ける大きな要因になっていると推測できる。次章ではその関係
性について検討をすすめる。
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Ⅲ 「住民」を形成する茂倉の社会関係
本章では、「住民」の関係性を具体的な事例から検証し、その現状を考察す
る。なお、平成 21 年に大久保が行った茂倉の調査については、以下「平成 21
年の調査」と表記する。
１ 茂倉の社会組織
茂倉には様々な社会組織があり、１人１人が複数の組織に属している。人
口減少や高齢化によって活動を休止、縮小してしまったものも多いが、「住
民」は皆かつて様々な社会組織に属しており、同じ時と場所を共有してきた。
茂倉の主な社会組織には区、組、マキ（同族集団）、親類、氏子、年齢集団な
どが挙げられる。
茂倉の暮らしを支える区の運営は、近年居住者と他出者が合同で担ってい
る。大久保は、他出者が茂倉での居住経験とその後の継続的な集落への関わ
りを通して、「茂倉の自然や歴史に関する知識、技能、作法」を居住者と共有
しているとして、集落と関わりの濃いものは区の役を任され得ることを明ら
かにしている［大久保 2016：64-65］。平成 29 年度の氏子総代は、３名とも
他出者が務めており、祭礼の運営等を担っている。
平成 21 年の調査当時、区の中心は区長、副区長、代理者の三役が担ってい
た。しかし平成 25 年に三役の一人が体調不良で役を降りなくてはならなく
なって以降、区長と副区長の二役体制が続いている［大久保 2016：52］。平
成 29 年度の区長を務める居住者 Aは、「かつては一定の期間を空けないと
区長にはなれなかった。しかし今は区長ができそうな人が５人程しかいな
い。だから、２〜３年に１回ぐらいのペースで（二役が）まわってくる。」と
語った。この「区長ができそうな人」の定義も、現状では常に変化を迫られ
ている。平成 21 年の時点では、区長を務める人は茂倉に常住するか週の半
分程度を茂倉で過ごせる人が望ましいとされていた。さらに、区長の妻には
「総会や総人足後の宴席の準備など、明文化されていない様々な役割がある」
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ため、「夫婦ともに健全な世帯」が務めることが慣例化していた［大久保
2016：52-53］。平成 29 年現在の副区長を務める男性（70代、居住者 B）は現
在単身世帯であり、早川町外に購入した畑で週末は作業をしているという。
「来年は区長を務めるので茂倉に残るが、その先についてはわからない」と
語った。
区の運営は、集落での経験を共有する居住者と他出者の関係性によって維
持されていた。区の役職に就くことが茂倉と関わる直接的な理由になる一
方、居住者の負担は年々増加しており、区長のあり方も変容しつつあった。
２ 茂倉の年中行事・儀礼・祭礼
茂倉には様々な年中行事・儀礼・祭礼がある。社会組織と同様、規模の縮
小や休止に至ったものもあるが、近年では居住者と他出者の重要な交流の機
会にもなっている。ここでは一例として、毎年７月中旬に行われる祇園祭
（道祖神祭り）の事例を挙げる。平成 29 年、獅子舞が行われる辻の道祖神は、
氏子総代（40〜50代の男性、他出者）によって飾りつけられていた。「住民」
らは準備の段階から徐々に辻に集まり始め、飾り付けの確認などを行ってい
た。このような機会に、集落の知識や技術が「住民」の間で共有されるので
あろう。居住者の女性たちが酒や野菜、菓子などを用意し、獅子舞終了後に
辻の広場で宴席が設けられた。
現状で獅子舞を演じることができるのは、舞い手１人（居住者 B）、横笛１
人（居住者A）、太鼓１人（70代の男性、他出者C）の３人のみである。居住
者 Bと他出者 Cは同年齢でいとこ同士であり、約 20 年前、共に獅子舞の後
継者になったという。平成 21 年の調査時、横笛を演奏できる 80代の居住者
がいたが、今は高齢となって茂倉から転出した。後継者不在の状況は変わっ
ていない。しかし「住民」からは、後継者がいないから今の人たちで終わり、
それでもしょうがない、という意見が複数聞かれた。今後の可能性として、
茂倉出身者以外が芸を継ぐことについてどう思うかと質問すると、居住者 B
は「個人の考えとしては、もしやりたい人がいればやってもいいんじゃない
か」と答えた。同じ問いに対し 60代後半の居住者（女性）は、茂倉の「住民」
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でなくても「仕方がないんじゃないか」と思う反面、「古村根性（古いものを
良しとする気持ち）があるから、少し躊躇する」と語った。
平成 21 年の調査時、茂倉の春祭りについて茂倉の居住者は、「『氏子のお祭
りだから（居住者、70代女性）』御輿の担ぎ手は氏子でなくてはいけない」と
考えていた［大久保 2016：61］。この時点で春祭りの御輿はすでに休止して
おり、他出者の子どもたちによる子ども御輿だけが行われていた。しかし、
子どもたちの年齢が上がるに従って祭りへの参加は難しくなり、数年後には
子ども御輿も休止している。平成 29 年の調査では、今後もし茂倉以外の人
が集落の祭礼・儀礼を継承することになったらどう感じるかという質問に対
して、70代の居住者（女性）は、「昔は氏子を大切にしていて茂倉以外の人は
受け入れられなかったが、今は仕方ないのではないか」と答えた。茂倉出身
以外の人が獅子舞を継承することに「少し躊躇」しながらも「仕方がない」
と考えるようになったのも、春祭りの御輿などいくつかの行事がすでに休止
に至っている現状が影響しているのではないだろうか。
祭礼について茂倉の居住者は、共通の経験を持ち、同じ氏子組織に属する
という関係性を重要視してきた。祭礼の休止や後継者不在等に直面し、その
意識は少しずつ変容してきているが、「茂倉以外の人」へ継承することにあま
り積極的な意味は見出しておらず、終わることも「しょうがない」と考えて
いる居住者も複数見受けられた。
３ 「住民」の高齢化に伴う変容
平成 21 年の調査との比較を通して平成 29 年現在の茂倉の「住民」につい
て検証すると、居住者の高齢化に伴い、社会組織や集落の行事への関わり方
に変容が見られた。
これまで総人足の作業後に行われていた食事会（バーベキュー）は居住者
の女性たちによって準備がされてきたが、女性たちの負担が大きいため、平
成 30 年からは行われないことが決まった。同時に他出者の高齢化も進み、
他出者による茂倉への関わりは、今後難しくなることが予測される。しかし
彼らが定年退職を機に茂倉に帰ってくる可能性は極めて低い。配偶者が茂倉
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出身でないことに加え、年齢的に自身の健康面にも不安が出てくるためであ
る。60代後半の居住者（女性）は病院が近くにないことを例に挙げて「今自
分達が不自由していることを、子ども達にもしろとは言えない」と語った。
さらに他出者の子ども達は、茂倉での居住経験を持たない世代が多い。成
長に従って部活動などが忙しくなり、彼らが茂倉を訪れる機会は減少した。
春祭りの子ども御輿と同様、平成 21 年には行われていた夏の子ども相撲大
会も、平成 29 年の段階では休止している。他出者の子ども同士が共同作業
を行う機会はほとんどなく、この世代が現在の他出者と同じように茂倉に関
わり続けるのは難しい状況である。
４ 支え合う関係性の維持
高齢化が進む中、居住者たちはこのまま茂倉で暮らし続けたいという思い
と、将来への不安を同時に語っていた。それでも「住民」の間には、自分達
の手で茂倉の暮らしを維持しようという認識が共有されている。
平成 29 年現在、年中行事や祭礼の時の人手不足を補うために、元々は準備
に携わることのなかった女性たちの参加が進んでいる。これに対し 60代後
半の居住者（女性）は、「仲間であるという意識があるし、皆で気を合わせて
いくしかないと思っている」ため、嫌だとは思わないと語った。その言葉か
らは、自分は茂倉の「住民」であるという強い意志が感じられた。祭礼に参
加する他出者たちも準備の段階から居住者と共に作業を行ない、その手順を
習得しようとしていた。
茂倉の社会組織や年中行事の形式は、高齢化や人口減少に伴って変化して
いる。しかし、「住民」同士の支え合う関係性は今でも維持されていた。この
ような関係性を大切にするからこそ、獅子舞を「茂倉以外の人」へ継承する
ことにも積極的な意味が見いだされないのだろう。茂倉の「住民」が年中行
事等の継承に対して、過去にどのような選択を行ない、これからどうしてい
きたいと考えているのか、また、「茂倉以外の人」がその継承に携わることが
できるのかという点に関して、今後も考察を深めていきたい。
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おわりに
以上、平成 29 年時点での居住者と他出者の現状から、茂倉の「住民」と暮
らしについて考察した。今回は居住者からの視点が中心であり、今後は他出
者側からの考察も必要である。また、小稿では居住者と他出者の関係性に着
目したが、茂倉の暮らしを支えている関係性は、それだけではないことが推
測される。両親や配偶者、ご先祖様など、かつて同じ場所で生活を共にして
いた今は亡き人々と「住民」との関係性も、茂倉の暮らしを考える上で重要
であろう。今後の研究、調査を通して茂倉の暮らしの基盤となる関係性の全
体像を明らかにし、その上で、茂倉の「住民」が年中行事等の継承に対して
どのような考えを持ち、そこに「住民」以外の人の関わりは可能なのかとい
うことを考察していきたい。
注
１） 小稿における「山間地」とは、農林水産省の農業地域類型区分による山間農業地域に属する
地域を示す。農林水産省による基準指標には「林野率 80％以上かつ耕地率 10％未満の旧市
区町村」とあり、三里地区（旧三里村）もこれに該当する。
２） 増田寛也を座長とする「日本創生会議人口減少問題検討分科会」によって全国市区町村別の
将来推計人口が試算された。これは若年女性（20〜39歳）の人口減少率（2010 年→ 2040
年）に基づいて考察された。
３） 居住者が「常時いる」「こっち（茂倉）にいる」と認識している人数で、必ずしも住民票の人
口とは一致しない［大久保 2016：26］
４）［大久保 2016：37］より、表３-５「他出者の帰省の目的・きっかけ」の結果を引用。
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